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(57)【要約】
　第１方向において軸に沿ってにイオンを走査すること
によって、イオンを被加工製品に注入するように構成さ
れたイオン発生器と、第１方向と略直交の第２方向にお
いて被加工製品を移動させるように構成された可動式ス
テージと、被加工製品の略外縁においてイオン注入量を
測定するように構成されたイオン検出装置と、オンウエ
ハの高速走査速度またはオフウエハの高速走査速度で移
動させる制御部からの指令を受け取る第１方向ドライバ
と、低速走査速度で被加工製品の可動式ステージを移動
させる制御部からの指令を受け取る第２方向ドライバと
を含む、生産性を最適化するイオン注入システム。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１方向において、軸に沿ってイオンを走査させることによって、被加工製品の中に上
記イオンを注入するように構成されたイオン発生器と、
　第１方向とは異なる第２方向において、上記被加工製品を移動させるように構成された
可動式ステージと、
　制御部からの命令を受け取るとともに、オンウエハの高速走査速度およびオフウエハの
高速走査速度を備える速度で上記イオンのビームを移動させるように構成された第１方向
ドライバとを備えた、生産性を最適化するイオン注入システムであって、
　上記オフウエハの高速走査速度が上記オンウエハの高速走査速度よりも速く、上記オフ
ウエハの高速走査速度と上記オンウエハの高速走査速度との間の境界が、第２方向におけ
る上記ウエハの位置によって調節される、イオン注入システム。
【請求項２】
　上記オンウエハの高速走査速度が、第２方向における上記イオンビームの位置によって
調節される、請求項１に記載のイオン注入システム。
【請求項３】
　上記被加工製品における略外縁に設置されたイオン検出構成部品をさらに備えた、請求
項１に記載のイオン注入システム。
【請求項４】
　第１方向と第２方向とが、互いに略直交であることを特徴とする請求項１に記載のイオ
ン注入システム。
【請求項５】
　上記制御部からの命令を受け取るとともに、上記被加工製品の可動式ステージを第２方
向において、低速走査速度で移動させるように構成された第２方向ドライバをさらに備え
た、請求項１に記載のイオン注入システム。
【請求項６】
　上記オフウエハの高速走査速度が、上記オンウエハの高速走査速度よりも約２～２０倍
速い、請求項１に記載のイオン注入システム。
【請求項７】
　上記オンウエハの高速走査速度が、約７００ｃｍ／秒～２４００００ｃｍ／秒である、
請求項１に記載のイオン注入システム。
【請求項８】
　上記制御部が、処理方法、ビーム半径、所望のイオン注入量、実際に測定されたイオン
注入量、被加工製品の直径、第２方向の走査速度、長方形のイオン分布パターン、および
ドーズカップ幅を含む要素に基づいて、生産性を最適化するように構成されている、請求
項１に記載のイオン注入システム。
【請求項９】
　上記イオン注入システムが、静電的システム、磁気的システム、および機械的システム
のいずれか１つを備えた、請求項１に記載のイオン注入システム。
【請求項１０】
　所望の最大非均一性は、上記被加工製品の全体にわたって、約０．５％の標準偏差を有
する、請求項１に記載のイオン注入システム。
【請求項１１】
　非加工製品にイオン注入する方法であって、
　上記被加工製品上における高速走査速度が上記被加工製品外における高速走査速度と異
なるものである高速走査速度で、第１方向においてイオンビームを走査する工程と、
　第１方向とは異なる第２方向において、低速走査速度で上記被加工製品を走査する工程
とを含む、非加工製品にイオン注入する方法。
【請求項１２】
　上記被加工製品が低速走査方向において上記イオンビームを通過し、上記イオンビーム
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が高速方向において上記被加工製品を走査する、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　上記イオンを被加工製品に注入するための処理方法を提供する工程をさらに含み、上記
処理方法は、上記イオンビームの電流、イオンの注入量、低速走査方向における上記被加
工製品のイオンビームの通過回数うちの少なくともいずれか１つを含む、請求項１１に記
載の方法。
【請求項１４】
　所望の最大非均一性、上記被加工製品の処理時間、所望の最小イオンビーム電流、およ
び少なくとも一つの被加工製品状態のうちの少なくともいずれか１つに基づいて上記処理
方法を制御する、請求項１１に記載の方法。
【請求項１５】
　被加工製品に注入するイオンの投与量に基づいて、上記低速走査方向における複数の速
度のうちの一つを選択する工程をさらに含む、請求項１１に記載の方法。
【請求項１６】
　上記処理方法を制御した後で、制御された上記処理方法に関するイオン注入の生産性に
基づいて、複数の、上記高速走査方向におけるオンウエハの高速走査速度およびオフウエ
ハの高速走査速度の他の一方を選択する工程をさらに含む、請求項１１に記載の方法。
【請求項１７】
　上記オフウエハの高速走査速度が上記オンウエハの高速走査速度の約２倍～約２０倍の
間である、請求項１１に記載の方法。
【請求項１８】
　上記オンウエハの高速走査速度が、約７００ｃｍ／秒～約２４００００ｃｍ／秒の間で
ある、請求項１１に記載の方法。
【請求項１９】
　上記低速走査速度が、約１０ｍｍ／秒～４００ｍｍ／秒の間である、請求項１１に記載
の方法。
【請求項２０】
　被加工製品にイオン注入する所望の上記最大非均一性が、上記被加工製品の全体にわた
って、約０．５％の標準偏差を有する、請求項１１に記載の方法。
【請求項２１】
　上記オンウエハの高速走査速度において、上記高速走査方向における上記イオンビーム
が約１０Ｈｚ～約２０００Ｈｚの間で振動し、
　上記低速走査方向における上記被加工製品が約０．０６Ｈｚ～約１Ｈｚの間で振動する
、請求項１１に記載の方法。
【請求項２２】
　上記イオン発生器は、固定式ビームを介して、第１方向において上記被加工製品を移動
させることによって、上記被加工製品の中にイオンを注入するように構成されている、請
求項１１に記載の方法。
【請求項２３】
　被加工製品に対するイオン注入を最適化するのための方法であって、
　処理方法を提供するステップと、
　ビームプロファイルを決定するステップと、
　一連の性能基準を提供するステップと、
　性能基準およびビームプロファイルに基づいて第１方向におけるオンウエハの高速走査
速度を選択するステップと、
　性能基準およびビームプロファイルに基づいて上記第１方向におけるオフウエハの高速
走査速度を選択するステップと、
　第２方向における低速走査速度を選択するステップと、
　オフウエハの高速走査速度およびオンウエハの高速走査速度に基づいて上記処理方法を
制御するステップとを含んでおり、



(4) JP 2010-500736 A 2010.1.7

10

20

30

40

50

　第２方向が第１方向に対して略直交である、方法。
【請求項２４】
　さらに生産性に基づいて、第１走査方向における複数の上記オンウエハの高速走査速度
と上記オフウエハの高速走査速度のうちの一つを選択する、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　上記オンウエハの高速走査速度が約７００ｃｍ／秒～２４００００ｃｍ／秒である、請
求項２３に記載の方法。
【請求項２６】
　上記オフウエハの高速走査速度が上記オンウエハの高速走査速度の約２倍～約２０倍の
間である、請求項２３に記載の方法。
【請求項２７】
　上記低速走査速度が約１０ｍｍ／秒～約４００ｍｍ／秒の間である、請求項２３に記載
の方法。
【請求項２８】
　上記高速走査方向における、複数の上記オンウエハの高速走査速度とオフウエハの高速
走査の１つを選択する工程は、１つ以上の所望の被加工製品の状態からさらに構成される
、請求項２３に記載の方法。
【請求項２９】
　処理方法、ビーム半径、所望のイオン投与量、実際に測定されたイオン投与量、ウエハ
直径、低速走査速度、長方形のイオン分布パターン、およびドーズカップ幅を含む要因に
基づいて、制御部が生産性を最適化する、請求項２３に記載の方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概して半導体処理システムに関するものであり、より具体的には、半導体基
板に対するイオン注入についてのイオンビーム効率を最適化するためのシステムおよび方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体産業では、多様な製品を得るために、通常は基板（例えば半導体ウエハまたは被
加工製品）上で様々な製造処理が行われる。ウエハにおける一部の伝導性を変えるなど基
板上または基板内での特定の性質を得るために、例えばイオン注入などの処理が行われる
。所望の不純物物質をイオン化し、指定エネルギーのイオンビーム形成を速める。さらに
、イオンビームをウエハの表面に照射する。ビームにおけるエネルギーイオンは半導体を
貫通し、半導体における結晶格子の中に埋め込まれ、所望の伝導性領域を形成する。
【０００３】
　イオン注入システムは、気体または固体材料をプラズマに変化させるためのイオンソー
スまたは発生器を含むことが多い。プラズマからイオンを抽出し、所望のエネルギーか、
伝達エネルギー伝達かのいずれかまで速める。イオンビームを質量分析し、不要なイオン
種を除去する。さらに、必要な場合は所望のエネルギーレベルを高め、目的の被加工製品
上に照射する。イオン注入装置の大半は、直径においてウエハよりも大幅に小さいイオン
ビームを使用しており、ビームの走査、ウエハの機械的移動、ビーム走査とウエハ移動と
の組合せ、および同様のものによって、ウエハの端から端までイオンビームからの注入量
を均一に分配する。
【０００４】
　多くのシステムにおいて、ビームを一次元で高速走査し（高速走査）、均一のリボンビ
ームを形成させる。続いて、リボンによる高速走査に対して垂直方向において、ウエハを
低速走査する。完璧な表面均一性のための要件とは、両次元において被加工製品から完全
に分離してビームを走査する必要があるということである。したがって、総注入領域が被
加工製品よりも大きいと、ビームが完全には活用されない。ウエハサイズと総注入領域と
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の比率によってビームの効率性を定義するが、それは常に１未満である。
【０００５】
　他の発明において、生産性の向上を総合的な目的として、静電スキャナ、磁気スキャナ
、および機械スキャナのための注入領域を減少させる、例えば全周などの最適化された走
査波形が提唱されている。一般的にこれらの発明において、走査速度は一定に保たれてい
るが、走査幅は低速走査を伴って変化する。したがって、注入領域が被加工製品の形状に
近づき、効率性が高まる。しかし、ビームが常に電流測定機器（ドーズカップ（ｄｏｓｅ
　ｃｕｐ））を通過できるようにするため、正方形の注入領域（一定振幅走査）を有する
ことが望ましい。当該電流測定機器は、通常、ウエハのエッジを越えたところに設置され
ており、均一性を向上させるために、測定された電流を帰還方式で使用することができる
。
【０００６】
　したがって、所望の一定振幅走査を維持しながらイオンビームの走査を最適化するため
の方法が必要とされている。
【発明の概要】
【０００７】
　本発明は、先行技術の制限を克服するものである。
【０００８】
　そのために、本発明の複数の形態についての基本理解を促すために本発明の概要を以下
に記す。本概要は本発明の広範に及ぶ概観ではない。また、本発明の主要部または重要な
要素を特定するものでも、本発明の範囲を限定するものでもない。その目的は、後述のよ
り詳細な説明に先立って、簡易な形式で本発明の概念のいくつかを示すことにある。
【０００９】
　本発明の形態によると、本発明は、略正方形または長方形の走査領域を用いた基板内へ
のイオン注入の間に、イオンビームの効率性を最適化するための方法を一般的に目的とし
ている。ビームを被加工製品に照射しないとき、高速走査の速度が増すことで上記改善が
見られる。すなわち、ビームのいずれかの部分を被加工製品に照射する間、高速走査速度
は平均Ｖオンウエハ高速走査であり、一旦ビームがウエハを通過して離れると、高速走査
速度は（Ｖオフウエハ高速走査）まで増大する。Ｖオフウエハ高速走査／Ｖオンウエハ高

速走査の比率は通常２～２５の範囲内である。オフウエハの走査速度の増大によって、オ
フウエハで消費されるイオン量が減少し、注入領域が効果的に減少するので、効率性が上
がる。
【００１０】
　上述および関連の目標を達成するために、本発明は後に詳述されるとともに請求項にお
いて特に挙げられた特徴を備える。下記の説明および添付の図面は本発明に係る特定の図
示された実施形態について詳述するものである。しかし、これらの実施形態は、本発明の
原則が採用され得る様々な方法のうちの２、３を示すものである。下記の本発明の詳細な
説明を図面とともに考慮すると、本発明に係る他の目的、利点、および新規な特徴が明ら
かとなるだろう。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明のある形態に係るイオン注入システム例を示す平面図である。
【図２】本発明の他の形態に係る走査システムのイオンビーム経路の例を示す平面図であ
る。
【図３】本発明の他の例示形態に係る、イオン注入システムにおけるイオンビームの効率
性を最適化するための方法の例を示すブロック図である。
【図４】本発明のさらなる他の形態に係る走査システムの例を示す略ブロック図である。
【図５】本発明の一つの形態に係る例を示すグラフであり、高速と低速との比率を比較し
て生産性の向上を示すものである。
【発明を実施するための形態】
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【００１２】
　本発明は、概して、イオン注入システムにおいてイオンビームを操作する際にイオンビ
ームの利用効率を最適化するためのシステムおよび方法を目的とする。より具体的には、
本方法において、高速走査軸における２つ以上の高速走査速度の使用に基づいて最適化が
行われる。したがって、図面を参照しながら本発明を説明し、図面における部材番号は全
文に渡って同様の部材を表すこととする。これらの形態についての説明は単なる具体例に
過ぎず、限定的な意味で捉えるべきものではないことを理解されたい。下記の説明におい
て、説明を目的として、本発明についての十分な理解を促すために数々の詳細を述べる。
しかし、これらの詳述がなくとも、当業者であれば本発明を実施し得ることが明らかであ
ろう。
【００１３】
　イオン注入システムにおける生産性は概して複数の要因によって規定される。例えば、
イオンビーム電流の一定量を発生させるシステムの送電容量、システムによって発生する
イオン数と、基板（例えばシリコンウエハ）において実際に注入されるイオン数との比率
、基板内にイオン注入する時間とイオン注入用の基板を配置するのにかかる時間との比率
、および同様のものによって生産性を数値化し得る。発生したイオンと実際に基板に注入
されたイオンとの比率は、例えば後述のように、「イオンビーム効率」と呼ばれる。
【００１４】
　低濃度イオン注入（例えば注入量約１×１０１４ｃｍ２未満のイオン注入）に関して、
イオンビームの電流は一般的に、イオン注入システムの送電容量の制限を大幅に下回る。
潜在的に低いイオンビーム効率を補うために、イオンビーム電流が増大し得る。しかし、
高濃度イオン注入（例えば注入量約１×１０１５ｃｍ２を上回るイオン注入）に関して、
イオンビーム電流は一般的に、イオン注入システムの最大かまたはそれに近い送電容量で
あり、イオンビーム効率は、最適イオン注入のためのシステムの生産性にとってより一層
重要である。上記のようなイオン注入は、ビーム電流が制限された注入（“ｂｅａｍ　ｃ
ｕｒｒｅｎｔ　ｌｉｍｉｔｅｄ”　ｉｍｐｌａｎｔ）と呼ばれる。当該注入において、様
々なタイプのイオン注入システムにおける最適な利用法を決定する上で、イオンビーム効
率は重要な要因である。例えば、複数基板イオン注入システム、またはバッチ注入装置は
、旧来より、単一基板システムよりも大幅に高いイオンビーム効率を有しているので、高
濃度注入の選択のための従来装置には複数基板システムを用いている。しかし、単一基板
イオン注入システムまたは連続システムは、汚染防止、処理ロットサイズ自由度、および
、ある形態においては、入射ビーム角制御などの他の様々な利点を有する。したがって、
生産性の向上が可能であれば、単一基板システムが非常に望ましい。
【００１５】
　したがって、本発明は単一基板イオン注入システムにおけるイオンビーム利用効率の最
適化を目的とする。当該発明において、イオン注入システムが行う個々の様々な処理の特
性に基づいて、線形走査速度および基板の加速などの様々なイオン注入動作パラメータを
制御する。しかし、上記バッチ注入装置などの他の様々なイオン注入システムにおいて本
発明を実施することも可能であり、上記全ての実施が本発明の範囲内であるとすることを
理解されたい。
【００１６】
　本発明の好ましい実施形態において、一般的な単一基板または単一ウエハのイオン注入
システムを用いた従来方法よりも優れた複数の利点が提供される。例えば、従来の単一基
板イオン注入システムまたは連続システムは、概して１つ以上の軸（例えば、低速走査軸
）における既定の線形走査速度および加速を有しており、一般的に、イオンビーム利用効
率のために最適化されていない。しかし、後述のような様々なイオン注入動作パラメータ
の制御によって、各種生産性効率における向上が起こり得る。例えば、既定の処理方法の
ための２つ以上の軸における基板の線形走査速度と加速、またはイオンビーム走査を制御
することによって、従来のイオン注入システムにおいては概して不可能であったイオンビ
ーム効率の最適化が実施される。
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【００１７】
　ここで、本発明の例示の実施形態にしたがった図面を参照すると、図１は例示の複合走
査、単一基板イオン注入システム１００を示す。当該システムは、高速走査方向において
イオンビーム１１０を走査するように動作可能であり、直交低速走査方向において基板１
０５を走査するように動作可能である。上述のように、図１の例示のシステム１００を含
む、ただしそれに限定されない、あらゆるタイプのイオン注入装置に関して、本発明に係
る様々な形態が実施されてもよい。例示のイオン注入システム１００は端子部１１２と、
ビームラインアセンブリ１１４と、処理室（ｐｒｏｃｅｓｓ　ｃｈａｍｂｅｒ）を形成す
る末端ステーション１１６とを備える。当該処理室において、被加工製品の位置にイオン
ビーム１１０を照射する。電源１２２が端子部１１２におけるイオンソース１２０に電力
を供給し、抽出されたイオンビームをビームラインアセンブリ１１４に供給する。イオン
ソース１２０は１つ以上の抽出電極（図示せず）を備えており、ソースの室からイオンを
抽出し、それによって抽出されたイオンビーム１１０をビームラインアセンブリ１１４に
導く。
【００１８】
　ビームラインアセンブリ１１４は、例えば、ソース１２０に隣接した入射口と、分析ス
リット１３２（ｒｅｓｏｌｖｉｎｇ　ａｐｅｒｔｕｒｅ）を備えた出射口とを有するビー
ムガイド１３０を備えており、さらに、質量分析器１３４をも備える。質量分析器１３４
は、抽出されたイオンビーム１１０を受信し、双極子磁場を生成して、適した移動量また
はその範囲内のイオン（例えば、所望の質量範囲のイオンを有する質量分析されたイオン
ビーム１１０）のみが分析スリット１３２を通過するように動作する。走査システムは高
速走査方向においてビームを走査する。当該システムは電気的システム、磁気的システム
、または他のシステムであってもよい。そして、ビームが並列システムを通過し、全走査
角においてビームを並列にする。さらに、末端ステーション１１６と連結した被加工製品
の走査システム１３６上にある基板１０５に、ビームを照射する。ビームラインアセンブ
リ１１４と連結する様々なビーム生成および形成機構（図示せず）は、ビーム経路に沿っ
て被加工製品走査システム１３６上で支持された基板１０５にイオンビームが伝達される
ときに、イオンビーム１１０をさらに維持してつなげるために提供される。
【００１９】
　図１に示された末端ステーション１１６は、例えば真空処理室を備える連続型の末端ス
テーションである。当該処理室において、イオン注入用のビーム経路に沿って単一基板１
０５（例えば半導体ウエハ、表示パネル、他の被加工製品など）を支持する。しかし、当
然のことながら、バッチまたは他の型の末端ステーションを代用してもよく、その利用は
本発明の範囲内である。本発明の代替的形態において、システム１００は、高速走査方向
と低速走査方向との両方において走査可能な被加工製品走査システムを備える。本発明に
係るさらなる他の形態において、システム１００は、両方のイオンビーム軸を電気的もし
くは磁気的のいずれかで走査する、またはその組合せのシステムを備える。したがって、
そのような走査済みまたは未走査のイオンビーム１１０の全てが本発明の範囲内であると
予想される。
【００２０】
　本発明のある形態によると、図２は被加工製品を越えるイオンビーム経路を示す平面図
である。最も一般的な実施としては、固定された処理室に対して、イオンビームが高速走
査方向において移動するとともに、被加工製品が低速走査方向において移動するというも
のであるが、図示されているのは相対移動である。被加工製品走査システム２００は、た
とえば、可動ステージ１４０（ｍｏｖａｂｌｅ　ｓｔａｇｅ）を備える。可動ステージ１
４０上に基板１０５が設置されており、可動ステージ１４０においてイオンビーム１１０
が高速走査速度軸１４２に沿って基板１０５を走査するように動作可能であり、イオンビ
ーム１１０に対して略直交低速走査軸１４４に沿ってウエハを移行させるように動作可能
である。例えば、高速走査軸１４２（高速走査速度方向とも呼ばれる）に沿った既定のビ
ーム速度が、低速走査軸１４４（低速走査方向とも呼ばれる）に沿った基板の速度よりも
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大幅に速い可能性がある。したがって、高速走査線１４５は水平に見える。低速走査速度
が高速走査速度と関連して速くなるにつれ、高速走査線が傾斜する。便宜上、高速走査速
度軸１４２に沿ったビームの速度は「オンウエハの高速走査速度」か、「オフウエハの高
速走査速度」かのいずれかを指し、低速走査軸１４４に沿った基板の速度は「低速走査速
度」を指す。オンウエハ速度とオフウエハ速度との間の移行は略円形境界１０５に沿って
起こる。実質的にビームのどの部分もウエハに影響を及ぼさないように、境界とウエハと
をできる限り近接させて設置する。ビームサイズおよび必要な注入量均一性から、変換の
正確な位置を決定する。明示されているように、ビームが移動してウエハを離れる距離は
、低速走査位置の作用（ｆｕｎｃｔｉｏｎ）である。
【００２１】
　本発明に係るさらなる他の例示の形態によると、図３は、例示の方法３００の略ブロッ
ク図であり、図１の例示のイオン注入システム１００などのイオン注入システムの例示の
最適化を示す。ここに一連の行為および事象として例示の方法を示して説明した。しかし
当然のことながら、本発明によると複数のステップが異なる順序で起こる可能性、および
／または、ここに示され説明されたステップとは別のステップと同時に起こる可能性があ
るので、本発明は図示された上記行為および事象の順序によって制限されるものではない
。加えて、図示されたステップが、本発明に依る手法を必ずしも全て実施する必要はない
。さらに、ここに図示され説明されたシステムおよびここに図示されていない他のシステ
ムと関連して、上記方法を実施する可能性があることを理解されたい。
【００２２】
　図３に示すように、方法３００は行為３１０によって開始され、イオン注入のための処
理方法が提供される。処理方法は、例えば、１つ以上の所望のイオンビーム電流、イオン
ビームエネルギー、基板に注入するイオンの所望の注入量、および注入量の最大非均一性
等を備える。
【００２３】
　上記処理方法から、行為３１２（act 312）にビームプロファイルを設定する。適切な
電流を処理室に伝達し、例えばビームサイズなどの多種の他のビームパラメータを調節す
る。２つの高速走査速度との境界が設定可能になるようにビームサイズを決める。通常は
、ビームを介して高速走査軸に沿って走査され得るドーズカップを用いることによって、
この測定が実施される。
【００２４】
　行為３１４において、例えば一連の性能基準が提供され得る。ステップ３１６および３
１８において、処理方法および測定済みビームプロファイルに基づいて、多種の走査速度
を設定し得る。上記処理方法からの所望の注入量およびビーム電流が最小低速走査速度を
決定し得る。最大速度は、ビームの高さおよび平均低速走査速度から決定することができ
、均一性要件に基づいて設定することができる。例えば、通常、制御部は一連の規則およ
び上述したインプットに基づいて最適値を選択することができる。高速走査ドライバの制
限によって高速走査速度を決定し得る。ドライバが伝達し得る最大速度にオフウエハの高
速走査速度を設定することができ、通常は２～２０の倍数でオンウエハの高速走査速度を
減少させることができる。当該オンウエハの高速走査速度は両方向に向かう均質性によっ
て決定され得るものであり、例えば通常はできる限り速くなるように設定される。行為３
２０において、前述のステップにおいて設定されたビームを用いて基板に注入し得る。
【００２５】
　ここで、図４を参照すると、本発明に係るイオン注入最適化のための例示のイオン注入
システム４００が概略的に示されている。図１のシステム１００と類似の方法でイオン注
入システム４００が作動してもよい。図示された基板１０５を固定式または可動式ステー
ジ１４０に取り付けることができる。例えば、可動式ステージ１４０を互いに略直交の１
つの軸または２つの軸に移行し得る。しかし、本発明では複雑な非線形および回転移動が
想定されている。例えば、固定式ウエハの両端にある単一軸においてイオンビームを走査
することができる。そこで、走査済みイオンビームを越えて一方向にウエハを移行するか
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、または、代わりの実施形態において、固定式イオンビームまたはスポットビームに対し
て略直交軸にウエハを移行することができる。
【００２６】
　基板１０５が、例えばイオン注入量生成器４０４から走査済みビーム４０２を受信する
。図３の方法３００におけるステップ３１２と類似の方法で初期ビーム設定が生成され得
る。例えば、ビーム４０２が基板１０５の外縁を通過するように移動するときに、イオン
検出装置４０４によってビーム４０２電流を測定することができる。本発明のある形態に
よると、オンウエハの高速走査速度からオンウエハの高速走査速度への加速、さらにオン
ウエハの高速走査速度に戻ることを考慮に入れて、システム４００がビーム電流を決定す
ることができる。例えば、システムは、イオン検出装置４０４を用いることによってイオ
ンビーム４０２がオンウエハ位置からオフウエハ位置まで移動するのを決定することがで
きる。図４に示すように、好ましくはシステム４００に示されたように、イオンビーム４
０２のいずれかの部分がウエハ１０５上にある場合、制御部４０６は、例えば、イオン注
入量生成器４１０がオンウエハの高速走査速度（Ｖオンウエハ高速走査）においてウエハ
１０５面の全面にわたって水平に走査するために、水平（第１方向）ドライバ４０８を導
く。そして、イオンビームがオフウエハのときに、制御部４０６が水平ドライバ４０８に
命令してイオン注入量生成器４１０がオフウエハの高速走査速度（Ｖオフウエハ高速走査

）で走査するとともに、さらに逆方向に走査するように指示する。静電走査システムにお
いて、Ｖオフウエハ高速走査とＶオンウエハ高速走査との比率は高く、例えば２０より大
きくなり得る。さらに、磁気走査システムにおいて、ある例では静電システムと同様の比
率でもあり得るが、大抵は、例えば３のように静電システムよりも低くなる。制御部４０
６が、所望のイオンビームエネルギー、好適なイオンビーム直径、イオンビームを介する
低速走査方向への基板の頻繁な通過、基板に注入するイオンの所望の注入量、および低速
走査方向に向かう基板速度等の処理方法を用いて、Ｖオフウエハ高速走査およびＶオンウ

エハ高速走査を最適化することも可能である。用語「制御部」とは、標準制御部、調節器
、ドライバ、調節装置、ドライブエレクトロニクス、および同様のものを指すことを理解
されたい。
【００２７】
　制御部４０６が４０４からビーム電流測定を行い、当該測定を使用して低速走査速度を
更新する低速走査ドライバ４０８に命令を送る。基板の位置をも考慮に入れ、位置センサ
（図示せず）を経由して、オンウエハ高速走査速度とオフウエハ高速走査速度との間の境
界を調節するように高速走査ドライバ４１２に命令する。
【００２８】
　本発明に係るある実施形態において図５を参照すると、５００に示すグラフは、様々な
半径のイオンビームのデータと比較した、オンウエハ速度からオフウエハ速度の作用によ
る、代表的な理論上の生産性向上を示すものである。グラフ５００は、異なるビーム半径
に対応するデータポイント５０２、５０４、５０６、５０８、および５１０という５つの
異なる例示の群を含む。各グラフは３０ｍｍ幅のドーズカップと３００ｍｍ直径のウエハ
とを用いて構成されており、均一密度の円形ビームを想定している。例えば、カーブ５０
２、５０４、５０６、５０８および５１０によって示されたビーム半径は、それぞれ５ｍ
ｍ、４１．２５ｍｍ、７７．５ｍｍ、１１３．７５ｍｍ、および、１５０ｍｍである。
【００２９】
　例えば、曲線５０４において、生産性の向上は範囲全体で約４９％変化していることが
わかる。チャート５００および曲線５０４を参照すると、例えば、比率低速に対する高速

の比５で与えられる、半径４１．２５のペンシルビームに関して、生産性向上は約１．３
４、言い換えれば３４％の生産性向上である。グラフの曲線５０４によると、比率低速に

対する高速の比が倍の１０であるとき、生産性向上は約１．４１である。したがって、速
度の増加によって最小生産性向上のみが生じる既定レベルの分だけオフウエハの高速走査
速度を増大させるのが好ましい。さらにくりかえすと、グラフ５０２、５０６、５０８、
および５１０のデータも同様のパターンを示す。
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【００３０】
　ある好ましい実施形態に関して本発明を図示および説明したが、当業者が本明細書と図
面とを読んで理解すれば、直ちに、同等の代替および変更を思いつくことは明らかである
。特に、上記構成材（アセンブリ、装置、回路など）によって実施される多種の機能に関
して、そのような構成材を記述するのに用いる用語（「手段」を指すものを含む）は、別
に明示されない限りは、上記構成材の特定の機能を実施する（すなわち、機能的に同等で
ある）対応のいずれかの構成材を指す。この場合、当該構成材は、本発明に係る図示され
た例示の実施形態において機能を果たす開示の構造と、構造的に必ずしも同等でなくても
よい。加えて、複数の実施形態のうちの１つだけに関して本発明の具体的な特徴を開示し
ていたとしても、そのような特徴を、既定または具体的な応用のいずれかに必要とされ、
かつ、好適な他の実施形態の１つ以上の他の特徴と組み合わせてもよい。

【図１】 【図２】
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